
平成２０年 ４月２５日 

各  位 
 

会 社 名 三協・立山ホールディングス株式会社

代表者名 代表取締役社長 要 明 英 雄 

 
 

（コード番号３４３２ 東証一部､ 
大証一部） 

問合せ先
 

広報・ＩＲ室 部長 竹 田 光 宏 
（電話 ０７６６－２０－２３３２）

 
会 社 名 日 本 軽 金 属 株 式 会 社 

代表者名 代表取締役社長 石 山  喬 

 
 

（コード番号５７０１ 東証一部､ 
大証一部､名証一部､福岡､札幌） 

問合せ先
 

広報・ＩＲ室長 野 中 由 憲 
（電話 ０３－５４６１－９３３３）

 
 

建材事業における業務提携に関する基本合意のお知らせ 

 
 三協・立山ホールディングス株式会社（以下、三協・立山ＨＤ）と日本軽金属株式会

社（以下、日軽金）とは、本日、それぞれの子会社で行っている建材事業における業務

提携につきまして、下記のとおり基本合意いたしましたのでお知らせいたします。 

 

 

記 
 

１．業務提携の目的と基本合意書の締結 

アルミニウム建材業界におきましては、原材料・燃料価格の上昇や需要の低迷と

競争の激化が続くなど、事業環境はますます厳しくなっており、業界各社において

はコストダウンなど収益改善の推進が急務となっております。 

このような中、三協・立山ＨＤと日軽金は、それぞれの子会社である三協立山ア

ルミ株式会社と新日軽株式会社における一層のコストダウンを早急に実現するため、

双方の生産設備、物流インフラを相互に活用するなど、全面的な業務提携を実施し

ていくことで合意いたしました。三協・立山ＨＤおよび日軽金は、この業務提携を

軸に、建材事業における経営効率の一層の改善を図っていく所存であります。 

なお、業務提携に関する基本合意書につきましては、本日、三協・立山ＨＤ、日

軽金、三協立山アルミ、新日軽の４社により締結いたしております。 
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２．業務提携の内容 

①相互ＯＥＭ供給など、各々が保有する生産設備の相互活用を推進することによる

製造コスト低減 

②原料・部品等の共同購買の推進による調達コスト低減 

③各々が保有する物流インフラの相互活用の推進による物流コスト低減 

④その他、当事者が合意する業務領域におけるコスト低減 

 

＜当事者の概要＞ 

 

名 称 三協･立山ホールディングス株式会社 

主な事業内容 

 

 

設 立 年 月 日 

本 店 所 在 地 

代 表 者 

資 本 金 

従 業 員 数 

大株主構成と  

 持株比率 

アルミ製建材等の開発･製造･加工･販売を主

として行なう子会社の株式を保有することに

よる当該子会社の事業活動の支配・管理 
平成１５年１２月１日 

富山県高岡市早川７０番地 

代表取締役社長  要 明  英 雄  

  １５０億円 

単独 １２６名 連結 １０,１７２名 

三協・立山ホールディングス 

 株式会社（自己株式） ５.８８％ 

住友化学株式会社 ５.７２％ 

三協・立山社員持株会 ３.８６％ 

日本マスタートラスト信託銀行 

株式会社（信託口） ３.１６％ 

住友信託銀行株式会社 ２.９９％ 

 

名 称 日本軽金属株式会社 

主な事業内容 

設 立 年 月 日 

本 店 所 在 地 

代 表 者 

資 本 金 

従 業 員 数 

大株主構成と  

 持株比率 

各種アルミ製品の製造･販売 

昭和１４年３月３０日 

東京都品川区東品川二丁目２番２０号 

代表取締役社長  石 山   喬 

 ３９０億８４百万円 

単独 １,８１５名 連結 １４,０８９名 

第一生命保険相互会社 ３.６６％ 

滑川軽銅株式会社  ３.２０％ 

日本マスタートラスト信託銀行 

 株式会社（信託口） ３.１７％ 

日本トラスティー・サービス信託銀行 

 株式会社（信託口） ２.９５％ 

朝日生命保険相互会社 ２.７５％ 
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名 称 三協立山アルミ株式会社 

主な事業内容 

設 立 年 月 日 

本 店 所 在 地 

代 表 者 

資 本 金 

従 業 員 数 

大株主構成と  

 持株比率 

アルミ製建材等の開発･製造･加工･販売 

昭和３５年６月２０日 

富山県高岡市早川７０番地 

代表取締役社長  川 村  人 志 

  ２８３億９９百万円 

  ３,０８７名 

三協・立山ホールディングス株式会社 

            １００％ 

 

名 称 新日軽株式会社 

主な事業内容 

設 立 年 月 日 

本 店 所 在 地 

代 表 者 

資 本 金 

従 業 員 数 

大株主構成と  

 持株比率 

アルミニウム建材製品の製造および販売 

昭和５５年１０月１日 

東京都江東区南砂二丁目７番５号    

代表取締役社長  弘 永  眞 人 

  ２９０億３８百万円 

  ２,９５８名 

日本軽金属株式会社 ９８％ 

日軽産業株式会社  ２％ 

 

なお、三協・立山ＨＤと日軽金との間には、資本関係、人的関係、取引関係

はございません。 

 

３．業務提携推進委員会の設置と提携の効果 

業務提携の当事者は、合同で業務提携推進委員会を設置し具体的な提携施策を決

定し実行してまいります。従いまして現時点では提携の効果につきましては未定で

ありますが、両子会社合計で年間１００億円程度のコスト低減効果創出を目指し、

検討を進めてまいります。 

 

 ４．今後の見通し 

今後の見通しにつきましては、明らかになり次第、お知らせいたします。 

 

 

以 上 
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